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Ⅰ 良賈かつ適切な 精神医療等の 効率的な提供について 

(] ) 精神科救急システムの 整備について 

精神科救急医療システムの 整備については、 各都道府県，指定都市が 実状に応 

じて、 精神障害者の 緊急時における 適切な医療及び 保護の機会を 確保するための 

体制整備を行 う 事業として、 精神科救急医療システムの 運営に関する 国庫補助事 

業を実施してきたところであ り、 この間、 精神保健福祉法に 基づく移送を 適正・ 

円滑に実施するための 精神科救急情報センター や 、 在宅の精神障害者の 症状の悪 

化に対して早期に 適切な医療を 提供するための 精神科初期救急医療システムを 整 

偏 するなど、 同事業の充実に 努めてきたところであ る。 さらに、 一般救急、 と同様 

にセンタ一機能を 持っ中核的な 救急医療施設を 地域ごとに整備していく 必要があ 

ると考えており、 平成 1 7 年度予算案では、 これまでの輪番制病院や 医療相談窓 

口などの精神科救急医療体制の 整備に加え、 「精神科救急医療センター」を 整備 

するための予算を 新たに盛り込んだところであ る。 

精神科救急医療システムの 充実・強化は、 「入院医療中心から 地域生活中心 

へ」 という精神保健福祉施策の 基本的な施策を 推し進め、 精神障害者が 安心して 

地域で生活するためにも 必要不可欠であ ると考えており、 着実な精神科救急医療 

体制の整備の 推進をお願いしたい。 

(2) 甘神 医療審査会の 適切な運営について 

精神医療審査会は 在院患者の人権 確保の観点から 極めて重要な 役割を果たすも 

のであ るが、 退院請求・処遇改善請求等の 処理に要する 平均的な日数が 1 ケ 月を 

超える都道府県等があ るなど、 不適正な状況が 見受けられる。 

都道府県等におかれては、 平成 1 2 年 3 月 2 8 日 障 第 2 0 9 号厚生省大臣官房 

障害保健福祉部長通知「精神保健及び 精神障害福祉に 関する法律第 1 2 条に規定 

する精神医療審査会 は ついて」に基づき、 精神医療審査会の 適正な運営を 図るよ 

う に徹底きれたい。 

(3) 精神病院に対する 指導監督等について 

精神保健福祉施策の 推進については、 かねてより人権 に配慮した適切な 医療・ 

保護の確保に 努めていただいているところであ るが、 厚生労働省としても、 近年 

の 精神病院における 人権 侵害事案の発生等にかんがみ、 より適正な入院患者の 医 

療，保護の確保を 図るため、 都道府県知事・ 指定都市市長が 精神病院に対して 実 

施した実地指導等を 検証する「精神病院実地検証」を 実施している。 

精神病院を実地検証した 結果、 一部の精神病院において、 不当な身体拘束や 開 

放 処遇の制限などの 指導が登底されていない 事例が未だに 見られるとともに、 係 
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る 不当な身体拘束等の 重要事項について 指導が登底されていない 事例があ る。 

また、 不適切な定期病状報告の 事例も認められている。 

精神病院入院者の 適切な処遇の 確保等については、 精神病院に対する 実地指導 

後の措置として、 平成 1 1 午の精神保健福祉法改正により、 改善計画の提出を 求 

め、 若しくは提出された 改善計画の変更を 命ずることができ、 これらの命令に 従 

れない場合には 入院医療の提供の 全部又は一部の 制限ができることとされたこと 

により、 都道府県知事等の 権 限が強化されており、 各都道府県・ 指定都市におい 

ては、 適正かっ効果的な 指導監督に努められた い 。 

なお、 貴 管内医療機関に 対し実地指導を 実施する際には、 精神保健福祉法及び 

関係通知 ( 平成 1 0 年 3 月 3 日 障 第 1 1 3 号・ 健 政秀第 2 3 2 号・医薬登第 1 7 

6 号・ 社援 第 4 9 1 号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、 健康政策局長、 社会・ 

援護局長通知「精神病院の 指導監督等の 徹底について」等 ) の趣旨を踏まえ、 一 

層の指導強化を 図るよ う お願いしたい。 

2  精神陣吉 者 社会復帰施設について 

(1 ) 精神障害者社会復帰施設の 整備について 

平成 1 7 年度精神障害者社会復帰施設に 係る整備は、 障害者施策の 制度改革で 

予定している 新たな障害福祉サービス 事業体系等に 基づき、 次の点に該当する 整 

備であ って、 かつ、 真に緊急性・ 必要性の高い 施設の整備を 優先的に行 う ものと 

しているのでご 了知願いた い 。 各都道府県・ 指定都市におかれては、 精神障害者 

社会復帰施設の 計画的な整備の 推進をお願いしたひ。 

① 平成 1 8 年 1 0 月より予定している 新たな障害者サービスの 事業体系への 

転換等を見据えた 整備内容であ ること。 

② 都道府県等の 障害者計画に 沿った事業であ り、 かつ、 医療と福祉の 連携 体 

制の整備を進めている 地域における 整備であ って、 障害保健福祉圏域毎の 均 

衡のとれた整備であ るもの。 

なお、 今後のスケジュールとしては、 平成 1 6 年度から平成 1 7 年度の継続分 

ほついては、 4 月当初に内示を 行うこととしており、 平成 1 7 年度新規採択 分に 

ついては、 追って内示を 行う予定で事務を 進めているところであ る。 
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(2) 窩神年 言者社会復席施設に 対する指導監査等の 倣 底は ついて 

会計検査院が 実施した平成 1 5 年度決算検査報告においては、 一部の社会復帰 

施設について、 国庫補助金の 返還を要する 不適切な事務処理が 行われていたと 指 

捕 されている。 

これら状況に 鑑み、 各都道府県・ 指定都市においては、 下記指摘事例に 十分留 

意の上、 貴管内施設に 対する指導監査等の 一層の強化を 図るよ う お願いしたい。 

[ 指摘事例 ] 

①「建物内の 一画に作業室等を 設ける改修工事を 対象経費に計上」 

②「授産事業に 係る備品を対象経費に 計上」 

③「職員の飲食代を 対象経費に計上」 

④「福祉工場の 事業に係る光熱水 費 等を対象経費に 計上」 

⑤「法人と施設を 同一会計とし、 経費内訳も不明瞭のまま 対象経費に計上」 

⑥「補助事業で 取得した施設を 無断で担保に 供していた」 

⑦「交付申請書に 記載された計画段階の 数値を使って 算出した額により 実績 報 

告を行っており、 国庫補助金を 過大に受領していた」 

3  精神障害者居宅生活支援事業の 実施について 

精神障害者居宅生活支援事業については、 精神障害者居宅介護等事業 ( ホーム 

ヘルプサービス ) 、 精神障害者短期入所事業 ( ショートステイ ) 及び精神障害者 

地域生活援助事業 ( グループホーム ) を、 平成 1 4 年度から住民に 最も身近な行 

改 機関であ る市町村において 一体的に実施し、 地域における 精神障害者の 日常生 

活を支援することにより、 精神障害者の 自立と社会参加の 促進に寄与していると 

ころであ る。 

本 事業については、 平成 1 7 年 4 月より、 事業内容及び 単価の見直しなど、 下 

記 のとおり事業の 適正化を図ることとしている。 

また、 平成 1 8 年 1 月より、 障害者自立支援法に 基づく、 三障害共通の 新たな 

枠組みの下で、 現行の裁量的経費から 義務的経費に 変更することとし、 それに伴 

って、 報酬体系及び 利用者の費用負担について 見直しを図ることとしている。 

各都道府県におかれては、 関係者に対し 木事業の利用手続き 等についての 周知 

徹底をお願いするほか、 本事業の全市町村での 実施を推進するとともに、 市町村 

においてその 適正な執行が 図られるよ う 、 特段の御配慮をお 願いしたい。 
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0  精神障害者居宅介護等事業 ( ホームヘルプ ) の見直しの内容 

， 便宜の内容の 見直し ( 案 ) 

「精神障害者居宅生活支援事案 ( 別紙 1 ) 精神障害者居宅介護等事業連言悪名 ( 新出対象 表 ) J 実 柱 枠 

  現 行   改 正 案   

5  便宜の内容 

(l) 家事に関すること。 

ア 調理 

イ 生活必需品の 買い物 

ウ 衣 煩の洗濯、 補修 

エ 住居等の掃除、 整理整頓 

才 その他必要な 家事 

(2) 身体の介護に 関すること。 

ア 身体の清潔の 保持等の援助 

イ 通院、 交通や公共披閲の 利 m 等の援助 

ウ その他名・ 要な 身体の介護   
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5  便宜の内容 

(@) 家事に関すること。 

ア 調理 

イ 生活必需品の 買い物 

ウ 衣領の洗濯、 補修 

エ 住居等の掃除、 整理整頓 

才 その他必要な 家事 

(2) 身体の介護に 関すること。 

ア 身体の清潔の 保持等の援助 

世途 
上 その他 老 ・ 要な 身体の介護   
(3)    軌     に     ること   
通院、 交通や公共機関の 利 m 等の援助 

一 (4)  相談及 び 助言に関すること。   
生活、 身上、 介護に関する 相談、 助言 

  単価の見直し ( 案 ) ( ) 内は現行単価 

30 分を超え Ⅰ時間を超 Ⅰ時間 30 分 
便宜の内容 30 分以下 て 1 時間 えて 1 時間 を超えて 

以下 30 分以下 30 分 ごと 

ァ 身体介護中心業務 2,310 再 現行どおり 5,840 円 830 円 
身体介護を伴 う 移動支援 ( 設定なし )  (4.020 円 ) (6,030n) (2,010 円 ) 

ィ 家事援助中心業務 800 円 現行どおり 2,220 円 830 円 

身体介護を伴わない 移動支援 ( 設定なし )  (1.530 円 )  (2,290 円 ) (760 円 ) 

Ⅹ 3 0 分以下単価の 設定により、 r 巡回型」の区分を 廃止する。 

Ⅹ移動支援における 身体介護を伴う 場合と伴わない 場合の判断について 

移動支援における 身体介護を伴 う 場合とは、 移動支援を行 う 際に実際に身 

体 介護を行ったか 否かではなく、 当該精神障害者の 日常生活において 身体介 

護が必要な者であ って、 移動支援のサービス 提供時にも当然に 身体介護 サ一 

ビスを提供されることが 想定されるか 否かによって 、 各々の実施主体が 判断 

するものであ ること。 
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進 方策マニュアル」及び 保健医療従事者を 対象とした「 う つ対応マニュアル」を 

とりまとめ、 平成 1 6 年に業務参考資料として 配布したので、 引き続き地域精神 

保健医療活動の 更なる充実を 図るため活用されたい ( マニュアル全文… http ノ /w 

ww ． mhlw ． go ・ jp/shingi/2004/01/s0126-5.@html)@ o 

また、 地域における 身近な支援体制の 強化を図る と ヵ ラ っ 病 ，自殺予防 対 

策 として有効であ ることから、 平成 1 6 年度より、 地域住民が抱える う つ、 スト 

レス、 不眠等の心の 健康問題に関する 知識や対応方法を 地域精神保健従事者に 習 

得させるための 研修を国立保健医療科学院において 実施している。 平成 1 7 年度 

からは、 地域においてこころの 健康づくりに 関する研修を 行な う ための経費と、 

地域におけるこころの 健康問題に関する 正しい知識の 普及啓発を促進するための 経費に 

ついても計上している。 関係機関に所属する 保健 師 ・精神保健福祉士等のこれら 

の 研修への参加について 御 配慮いただきたい。 

この他、 「いのちの電話」においては、 相談体制の充実強化を 図るとともに、 

1 2 月 1 日を「いのちの 日 」として位置づけ、 その後 1 週間、 「いのちの電話」 

によるフリーダイヤル 電話相談を実施することとしている。 また、 労働者の自殺 

予防対策に関しては、 普及啓発を行うほか、 メンタルヘルス 対策として、 地域， 

職域の連携を 図るため、 1 7 年度より新規に「働き 盛り層のメンタルヘルスケア 

支援事業」を 実施することとしており、 都道府県労働局との 連携についてご 配慮 

いただきたい。 

さらに、 厚生労働科学研究などにおいて、 自殺事例の実態を 調査し、 自殺に至 

った 経緯を多角的に 分析し、 原因を明らかにするとともに、 予防対策や自殺と 関 

連の深い精神疾患に 関する研究などが 実施されているところであ り、 引き続き、 

これらの調査研究を 推進することとしている。 

(2) PTSD ( 外使 徒 ストレス 樟害 ) 対策の推進について 

大規模な災害や 犯罪等により 被害を受けた 者に対する心のケアの 充実強化を図 

るため、 平成 8 年度から、 精神保健福祉センター、 保健所、 病院などに勤務して 

いる医師、 看護 師 、 精神保健福祉士等を 対象に、 PTSD ( 外傷後ストレス 障 

害 ) に関する専門的な 養成研修を実施している。 ついては、 関係機関に所属する 

職員の当研修会への 参加について 配慮いただき、 本 研修の修了者名簿についても 

活用され、 関係機関の連携強化を 図っていただきたい。 

特に貴都道府県内において、 災害や犯罪等が 起きた場合の 被害者の心のケア 対 

策を行っていく 際には、 本 研修の修了者の 積極的な活用について 十分留意いただ 

きたい。 
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(3) 児童思春期の 心の健康づくり 対策の推進について 

児童思春期の 心の問題に対する 相談については、 精神保健福祉センター 、 保健 

所、 児童相談所等において 実施しているところであ るが、 思春期精神保健に 関す 

る 専門家が少なく、 各機関における 相談体制が十分ではないことから、 平成 1 3 

年度から、 精神保健福祉センター、 児童相談所、 保健所、 病院等に勤務している 

医師、 看護 師 、 精神保健福祉士、 児童指導員等を 対象として、 思春期精神保健の 

専門家の養成研修を 実施している。 ついては、 精神保健福祉センター、 保健所、 

児童相談所等の 関係機関に所属する 職員の当研修会への 参加について 配慮いただ 

きたい。 また、 別途配布している 研修修了者の 名簿についても 活用され、 関係機 

関との連携強化を 図っていただきたい。 

児童思春期の 心の問題については、 その原因や対応が 多様であ ることから、 精 

神保健福祉センター、 児童相談所、 教育機関、 警察等の関係機関が 連携をとりっ 

っ 、 専門家チーム 等を編成し、 発見・相談から、 指導・解決まで 総合的な対応を 

行 う 思春期精神保健ケースマネジメントモデル 事業を平成 1 3 年度から実施して 

おり、 ホモデル事業の 結果を基にした 事例集を作成し、 各地域に配布することと 

しているので、 その際は本事例集を 思春期精神保健対策の 推進に活用していただ 

きたい。 

(4) r こころのバリアフリー 宣言」について 

平成 1 6 年 3 月に 、 心の健康問題の 正しい理解のための 普及啓発検討会におい 

て、 丁 「こころの バ リ ア フリー宣言」～精神疾患を 正しく理解し、 新しい一歩を 

踏み出すための 指針～』が取りまとめられたところであ る。 ( 報告書等… http     

//www.mhlw.go.jp/shingi/2004/03/s0331-4.html) 

ついては、 地域における 普及啓発の取り 組みの参考となるため、 広く周知を図 

られたい。 
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